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【研究ノート］
最近の流通規制緩和の展開
加藤義忠
I はじめに
硯下において，大規模小売店舗法（正式名称，大規模小売店舗における小
売業の事業活動の調整に関する法律，略称，大店法）の規制綬和ないし廃止
をめぐる議論や動きが， 日米構造協議を契機として一大関心事になっている
のは周知のとおりである。戦前の百貨店法から改正大店法にいたる展開の経
(1) 
緯についてはすでに一連の研究ノートで明らかにしたが，これらの法律は中
小小売商の抵抗運動にも媒介されながら，大規模小売商の活動を公的に規制
し，大規模小売商と中小小売商とのあつれきないし摩擦を緩和せしめ，その
ことをとおして資本主義体制の維持を図ろうとする点に基本的目的があった
ということができる。このことは，これらの大規模小売商規制法には傾向的
に弱まりつつあるとはいえ，弱者としての中小小売商の要求が反映され，か
れらを保護するという側面が多かれ少なかれ含まれていたということを意味
する。
しかし，今回の大店法の緩和ないし廃止の大きなうねりには，弱まる傾向
にあるとはいえまだ残っている中小小売商保護という側面を根こそぎなく
し，大規模小売商の利益を臆面もなく擁護しようとする意図がみえかくれす
(1) 「第1次百貨店法の成立経緯とその特質」関西大学「商学論集」第34巻第3
号， 1989年8月，「第2次百貨店法の特質」同上誌，第3錢猿H号， 1989年10月，
「大規模小売店舗法の特徴」同上誌，第3繕籟~6 号， 1990年 2 月，「大店法改正と
その後の規制強化」同上誌，第35巻第2号， 1990年6月。
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る。このことはまた，資本主義体制の維持装置のなかで演じていた中小小売
商の役割を見直し，労働者や消費者をそのなかにいっそう深く取り込んで再
編成しようとする動きと連動するものでもあろう。したがって，今日の流通
規制緩和の動向は小売流通規制史上の画期的な出来事といってよい。
私は以下において，最近の流通規制緩和の展開をフォローし，そしてその
なかでもっばらアメリカ側から提示されているようにみえるけれども日本の
意向も十分反映されている論点の主要なものについて覚書風に検討しようと
思う。なお，本研究ノートは，一連の研究ノートのむすぴに位置するもので
ある。
I 最近の流通規制緩和の展開
(1)流通規制緩和のはじまり
景気が活況を呈しはじめ，しかもそれにつれて個人消費が拡大基調をしめ
すようになった1980年代の後半から，大店法の規制緩和の動きが表面化して
きた。日本の流通規制緩和問題が日米間で議論の対象となったのは1985年
（昭和60年）の第9回日米貿易委員会からであったが，大店法が米国製品の
輸入の阻害要因になっているという懸念の表明があったのは1987年（昭和62
(2) 
年）の第13回日米貿易委員会であった。
同年6月に，大規模小売店舗審議会（以下，大店審とよぶ）の会長が「今
後の大店法の運用について」という談話を発表したが，その骨子は次のよう
(3) 
なものであった。第1に，閉店時刻は午後6時から午後8時までのあいだで
弾力的に調整する。第2に，事前説明は適当な期間でうちきる。第3に，商
業活動調整協議会（以下，商調協とよぶ）で意見が一致しなければ，大店審を
活用せよ。そして，通産省はこれをうけ，商調協審議の迅速化を指導した。
(2) 安藤政武「流通政策と小売業の変化をめぐる諸問願」日本流通学会編「流通」
No.2, 芽ばえ社， 1989年4月， 22-23ペー ジ。
(3) 杉本修「大型店と小売商業政策の展開」糸園辰雄・中野安•前田重朗•山
中豊国編「転換期の流通経済」 1,小売業，大月書店， 1989年2月， 176ペー ジ。
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いずれにせよ，この会長談話は， 1982年（昭和57年）以来の大店法の運用面
における規制強化措置の転換を方向づけるものであったといってよい。
1988年（昭和63年） 12月1日に，臨時行政改革推進審議会いわゆる新行革
審は内閣総理大臣にたいして，大店法の運用緩和を眼目とする答申「公的規
制の綬和等に関する答申」をだした。ここでは，大店法の運用綬和の方策と
(4) 
して 7つのものがあげられている。 (1)事前説明は本来の趣旨にしたがって出
店計画の事前説明にとどめ，また説明後の届出受理についても法本来の趣旨
にのっとった運用を徹底する。 (2)事前商調協の審議には標準処理期間をもう
けるなどして，事前商調協の運営方法や出店調整にかんするガイドラインの
いっそうの明確化を図る。 (3)閉店時刻や休業日数の届出基準をライフスクイ
ルなどの変化に適応したものにするとともに，地域の実状にあわせて弾力的
に運用できるように指導の目安を見直す。 (4)一定範囲内の増床については，
調整手続きを不要とする。 (5)届出にかんする事務手続きの簡素化を図る。 (6)
以上の措置をとり，その結果をふまえて，大型店出店調整制度のあり方につ
いて検討する。 (7)地方自治体による規制についても，行き過ぎたものの是正
を図るよう指導する。そして，政府は同月31日に同答申の指摘事項の具体的
な検討を関係審議会で早急にすすめ，次年度以降実施にうつす旨の閣議決
(5) 
定をおこなった。
翌年の1989年（平成元年） 4月に， USTR(米国通商代表部）は大店法を
含む34項目の障壁にかんする報告をおこなったが，いわゆる外圧は制裁問題
にまで発展した。このようななかで，通産省は同年5月に「大店法の出店規
制緩和方針（運用基準の変更）」を発表した。
(2) 90年代流通ビジョン
さて，同年6月に通産省の諮問機関である産業構造審議会と中小企業政策
(4) 臨時行政改革推進審議会事務局監修「規制緩和の推進」ぎょうせい， 1989年12
月， 119-120ペー ジ。
(5) その詳細については，同上書， 163-165ペー ジをみよ。
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審議会によって合同で提示された「90年代流通ビジョン」では，大店法の規
制綬和についても述べられている。「大店法については，多数の中小零細な
店舗が高密度に存在するという特質を有する我が国の現状に鑑み，大型店の
出店を全く自由にした場合地域社会に大きな混乱をもたらすおそれがある
が，その運用については，法本来の趣旨を逸脱した運用実態を適正化すると
ともに，ライフスクイル等の変化に対応する観点から所要の改善を図るこ
(6) 
とが当面の緊急課題となって」いるという記述からも分かるように，大店
法の基本的な枠組みを維持しながら，運用面では具体的な規制綬和措置を提
(7) 
唱している。そのボイントは次のようなものである。 (1)地元への出店計画の
事前説明は，事前調整ではなくて計画の中味を明らかにすることをめざすも
のであるので，その期間は原則6カ月とする。ただし，特別な場合には8カ
月とする。 (2)正式商調協の前に予備的審議をおこなう事前商調協の審議期間
は，原則8カ月とする。 (3)閉店時刻と休業日数の届出不要基準の見直しをお
こない，閉店時刻については午後7時以前，休業日数については年間44日以
上とする。 (4)軽微な増床等については届出を不要とする。 (5)地方自治体が条
例・要綱等によって独自におこなっている中型店の出店規制いわゆる横出し
(8) 
規制については，合理性の有無を点検し，合理性がある場合でもその手続き
の迅速性と透明性を求める。また，地方自治休による同意書・協定書のとり
(9) 
つけ指導等のいわゆる上乗せ規制については，実質的に強権的なものとなっ
ている場合には撤廃を要求する。
(3)日米構造協議
日米貿易収支の不均衡を背景として， 1989年9月から翌年の6月にかけて
(6) 通商産業省商政課編「90年代の流通ビジョン」通商産業調査会， 1989年8月，
147-148ペー ジ。
(7) 同上書， 169-182ペー ジ。
(8) 通産省の調査では， 23都道府県， 991市町村で実施されている（「日本経済新聞」
1990年2月22日付）。
(9) 通産省の調べでは， 12都道府県， 105市町村においておこなわれている（同上）。
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計5回の日米構造協議がおこなわれた。この協議において，大店法の規制綬
和も中心議題の1つとして交渉の対象とされた。これまでの日米貿易康擦は
個々の商品について生じ，その都度協議がなされ調整されてきたが，今回の
協議の特徴は習慣ないし慣行や文化特性といったような日本社会の構造的な
特質にまで深く立ち入り，全面的に議論されたという点にある。それは総じ
(10) 
ていえば， 日本国民にも部分的に利益になる項目を含みつつも，アメリカ側
(11) 
は日米安保条約をももちだして圧力をかけたといわれているように，基本的
には日本の経済主権をふみにじるきわめて高圧的で内政千渉的なやり方で，
逆に日本側は独占禁止法（以下，独禁法とよぶ）の改正や系列取引廃止等の
大企業にとって容易にうけいれられない問題については抵抗をしめしつつ
も，国民にしわよせができかつ大企業みずからにも利益となるような大店法
の規制緩和ないし廃止問題については追従的に容認するというかたちで開催
(12) 
されたということができよう。その概要について，順をおってみてみよう。
第1回協議は 9月4~5日，東京でおこなわれた。アメリカの対日要求は
貯蓄•投資土地政策，価格メカニズム，流通制度，排他的取引慣行におよ
んだが，大店法については小売商の対日進出のさいの参入障壁となるという
理由で，その綬和が求められた。
そして，第2回協議は同年11月6~7日， ワシントンで開催された。ここ
では，交通網などの基盤整備，大店法などの規制緩和，系列化などの商慣行
の改善，輸入促進策の実行，内外価格差などが問題とされた。
第3回協議は，予定を変更して翌年の1990年（平成2年） 2月18日の総選
挙後の2月22~23日，東京においておこなわれた。日本側の対応を不十分と
するアメリカ側は，従前の諸項目の改善を強く要求してきた。なかでも，大
店法の規制緩和と数年後の廃止，独禁法の改正による罰則の強化，公共投資
(10) 杉岡碩夫「日米構造協議と大店法」「経済評論」 1990年8月号， 93-94ペー ジ。
(11) 吉岡吉典「アメリカは日本国民の味方ではない」 「赤旗評論特集版」 1990年5
月28日号， 8ペー ジ。
(12) 池田幹幸「「日本の構造」を変える日米構造協議」同上誌， 1990年4月2日号，
6ペー ジ。
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の GNP比率の10%への引き上げ等々といった要求がしめされた。これら
が，日本の国内法の改廃や予算編成にまでふみこんだ内政千渉的なものであ
るのはいうまでもない。しかも，ここではじめてもちだされた大店法廃止要
求が日本国内に強力なインパクトをあたえ，この改廃問題をめぐってはげし
＜賛否両論がたたかわされたのは，よく知られているところであろう。
たとえば，小売業界では大規模小売商はいうまでもなく賛成を表明した
(13) 
が，これにたいして中小小売商は反対し，死活問題であるとして抗議行動を
起こしたりした。労働団体でも意見は分かれ，ゼンセン同盟は大店法の 2年
後廃止を要望したが，他方生協労連や全労連全国一般などの労働5団体は廃
止の撤回を求めた。また，財界団体では日本商工会議所の石川会頭が廃止に
反対の態度を表明したが，経団連は 3年後の撤廃含みで見直しという見解を
しめした。消費者団体でも，消費者利益につながるかどうかで意見が分かれ
た。いわゆる上乗せ規制や横だし規制をおこなっている地方自治体の多く
も，廃止に反対した。マスコミは概して，大店法規制緩和・廃止の方向で世
(14) 
論を誘導した。
さて，第4回協議は同年4月2~5日， ワシントンで開催され， 6日に中
間報告が発表された。中間報告では， 日本側にたいしては貯蓄• 投資パター
ン，土地問題，流通制度，排他的取引慣行，系列関係，価格メカニズムの 6
項目，アメリカ側にたいしては貯蓄•投資パクーン，企業の投資活動と生産
カ・米国の競争力強化，企業ビヘイビア，政府規制，研究開発，輸出振興，
労働力の教育および訓練の 7項目にわたり記されている。大店法にかんして
は，規制緩和（運用適正化），改正，一部廃止という 3段階の措置で決着した
わけであるが，その 3段階の規制綬和措置の内容は次のようなものである。
(13) 1990年3月19日に，全国商店街振興組合連合会，全日本商店街連合会，全日本
小売商団体，日本専門店会連盟など13の小売商団体の代表750人が集まり，「大店
法改廃阻止，全国小売商緊急代表者集会」を開いた等々（吉谷 泉「日米構造協
議の焦点・大店法問題」「前衛」 1990年5月号， 104ペー ジ）。
(14) 保田芳昭「日米構造協議と揺れる大店法問題」「生活協同組合研究」 1990年7
月号， 7-8ペー ジ。
最近の流通規制緩和の展開（加藤） (499)27 
第1段階は，規制緩和にむけてただちに実施する措置（運用適正化措置
等）である。その実施措置の1つは，現行大店法の枠組み内で実施可能なも
ので， 5点あげられている。 (1)出店調整処理期間を 1年半以内とする。 (2)輸
入品売り場については， 100m2以下程度の増設は調整手続き不要。 (3)現店舗
面積の10彩または50m2のいずれか小さい面積範囲の増床についても調整手
続き不要。 (4)閉店時刻や休業日の規制について，午後6時以降から午後7時
以降へ，また月 4日未満から年間44日未満へ綬和する。 (5)商調協の審議内容
のいっそうの開示や出店処理状況の定期的な公表など，出店調整処理手続き
の透明性の向上。以上5点であるが，そのなかの出店調整期間1年半以内と
いう点について若干コメントしておこう。政府答弁で明らかにされた1989年
度の平均調整処理期間35カ月程度に比べ，その約半分の期間で調整しなけれ
ばならないわけだから，その期間内で調整しおえることは決して容易なこと
ではなく，調整のやり方いかんでは大規模小売商と中小小売商の摩擦がいっ
(15) 
そう大きくなるかも知れない。
第1段階の実施措置の2つめは，地方自治体の独自規制について必要な是
正指導をおこなうということである。この点についても一言すれば，大規模
小売商の出店は地域の状況に種々の影響をおよぽすので，地方自治休も住民
の利益を守る立場から，それにたいしてなんらかの独自規制をおこなうこと
は必要であろう。したがって，このような是正指導は地方自治を圧迫するも
(16) 
のであるといわなければならない。
第1段階の実施措置のその他のものは，叙上の実施状況をフォローアップ
するための本部の設置，流通産業課の設置と拡充強化，製品輸入拡大のため
の輸入促進税制の創設，草の根輸入促進事業の創設，国際総合流通センクー
構想の推進，商店街輸入品フェア事業の拡充等の施策の実施と今後の拡充強
化である。
さて，第2段階は同年12月開催の通常国会において大店法の改正をめざし，
(15) 同上論文， 10ー 11ペー ジ。
(16) 同上論文， 12ペー ジ。
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そのための法案準備作業にただちに着手することであるが，その具休的作業
として関係審議会への諮問があげられている。消費者利益への十分な配慮，
手続きの迅速性や明確性・透明性の確保，輸入拡大の国際的要請への配慮と
いう観点から提示された法改正の検討項目は，「(a)一層の輸入拡大を目指し
た出店調整手続きにおける輸入品売り場に関する特例措置の導入， (b)出店調
整処理期間の短縮 (1年程度を努力目標とする）， (c)出店調整手続き・期間の
明確化・透明化， (d)地方公共団休の独自規制の抑制， (e)その他」である。こ
のなかでの眼目は，出店調整処理期間の1年程度への短縮化とそのための出
店調整手続きや期間の明確化を従前のような行政指導によってではなく，法
制化することによって強力におしすすめようとする点にあるように思われ
る。
仕上げの第3段階の特徴点は，上記の大店法改正から 2年後にさらに見直
し，特定地域について規制撤廃を含めた検討をおこなうことである。この特
定地域とは，東京，大阪，名古屋の3大都市圏を念頭においているようであ
るが，いずれにせよ，大店法の適用地域と適用除外地域をどのように線引き
するかをめぐり，調整の難航が予想される。このように特定地域を大店法の
適用除外地域にしようとする考え方は，既述のように地方自治休の独自規制
を制限したりあるいはなくしたりしようとする考え方と，流通規制の緩和と
いう点では同一方向にむいているといってよいが，しかし法のもとでの平等
という見地からみれば，それ自体として相対立する措置を包含するものであ
(17) 
るのは明白であろう。
そして，一連の協議のしめくくりとしての第5回協議は同年6月25~28
日，東京で開かれ，最終報告のとりまとめがなされた。最終報告における大
店法事項にかんしては，後述のように現行大店法の枠組み内で運用適正化措
置をもりこんだ通産省の新通達が同年5月30日より実施された旨が追記され
たのにくわえて，それにともなう具休的措置に関連して書きかえられたとこ
ろが若千ある程度で，前回とりまとめられた中間報告をほぼそのまま踏襲し
(17) 同上論文， 16ページ。
最近の流通規制綬和の展開（加藤）
た内容のものであった。
(4)通産省新通達
(501)29 
通産省の新通達は，同年5月24日にだされ，同月30日より実施にうつされ
た。他方，自治省もこれに呼応して，地方自治体の独自規制の是正にかんす
る通達を発した。この通産省の新通達は本来，前記のような「90年代流通ビ
ジョン」にそって前年の秋にだされるはずであった。だが，この新通達がだ
されれば，これにたいする中小小売商の反発はさけられないので，同年2月
の総選挙の終了時まではださないでほしいという自民党商工部会の一部委員
(18) 
からの要望等もあり，この期にずれこんだわけであるが，ともあれこの新通
達は，上記の日米構造協議の中間報告にもりこまれた日本側の規制綬和の第
1段階の運用適正化措置を実行するためのものである。この新通達にもりこ
まれた運用適正化措置のボイントは，次のとおりである。
(1)出店調整処理期間の短縮について。出店調整処理期間（出店表明から事
前説明終了，事前商調協審議，正式商調協審議から勧告）を全休として1年
半以内に短縮し，各段階の事務処理もそれを可能とするように迅速化する。
(2)出店調整処理手続きの適正化について。①事前説明は，届出前に出店予
定地の中小小売商などにたいして出店計画の内容を説明することを目的とす
るものであり，地元の中小小売商の合意等をうることを目的とするものでは
ない。また，出店表明より 4カ月経過してもなお事前説明の終了していない
事前説明長期化案件については，その要因を分析し措置する。③大型店の出
店が相当水準に達しているかあるいは小規模な市町村，いわゆる出店抑制地
城（特定地域）での出店届出も，他地域と同様にすべて受理する。⑧審議妨
害のため，商調協の一部委員が欠席ないし辞任したり，あるいは委員の委嘱
が困難となった場合，残余の委員で審議をすすめることができる。④商調協
委員は特別な場合をのぞき，再任することはできない。⑤商調協で意見が一
致しないときは，異論を併記する。⑥商調協や大店審の審議結果の開示，出
(18) 「日本経済新聞」 1990年2月22日付。
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店処理状況の定期的な公表，出店予定者など関係者からの問いあわせの受付
や処理をおこなう。
(3)輸入品専売場にかんする特例措置について。一定面積 (100mり以下の
輸入品専売場の増設については，調整手続きを不要とする。
(4)軽微な増床について。店舗面積の100分の110に相当する面積またに50m2
加算面積のうちのいずれか小さい面積までの増床は，事前に届出をしなくて
よい。
(5)閉店時刻・休業日数の届出不要基準の緩和について。閉店時刻は午後6
時を午後7時に，また休業日数は毎月 4日を年間44日にあらためる。
(6)地方公共団体の独自規制の適正化について。地方公共団体の独自規制に
ついては，大店法の適正な運用を阻害しないように見直す必要がある。
(7)出店調整円滑化推進本部の設置について。通産省に推進木部，各通産局
に地方推進本部を設置する。
以上が新通達のボイントである。当然のことながら，大規模小売商側はこ
れを歓迎しているのにたいして，中小小売商側は強く反発している。いずれ
にせよ，この新通達を契機として，大店法運用の適正化という大義名分のも
とに，通産省主導の大規模小売商規制緩和政策いいかえれば大型店出店促進
政策への大転換が図られたわけである。そして，この規制緩和政策が当面強
(19) 
力に推進されることとなるのはたしかであろう。
1987年6月の大店審会長談話を契機に流通規制緩和の動きが強まるなか
(20) 
で，大規模小売店舗の出店届出件数が増加傾向をしめし，1989年度では791件
に達したが，新通達が発せられて以降，この傾向が飛躍的に促進されること
(21) 
が予想される。このことは，大規模小売店舗の売り面積占拠率をいっそう高
(19) 保田芳昭，前掲論文， 19ペー ジ。
(20) その内訳は第1種大規模小売店舗332件，第2種大規模小売店舗459件である
（同上論文， 20ペー ジ）。
(21) 1988年6月1日現在では，第1種大規模小売店舗の売り場面積占拠率は約27%
で，それに第2種大規模小売店舗のものをくわえると50%以上になると指摘され
ている（同上論文， 21ペー ジ）。
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(22) 
め，それら大規模小売店舗の大半を所有する大規模小売商の市場支配力をさ
らに増強せしめることになろう。
m 流通規制緩和論の検討
以上のような一連のなしくずし的な小売流通における規制緩和の展開は，
主として国内における大規模小売商による流通規制緩和要求に対応しようと
するものであるのはいうまでもないが， さらに国外とりわけアメリカからの
強い流通規制批判にたいして譲歩し，当面大店法の枠組みを保持しながらそ
の運用の綬和を図り，ゆくゆくは大店法を大幅に改訂するかあるいは廃止し
(23) 
ようとするねらいをもっているように思われる。なお，アメリカ側の批判は
日本の大規模小売商の要望を強く反映したものでもあるといわれているが，
このことは，アメリカ側からの流通規制緩和要求は実はメイド・イン・ジャ
パンであるという趣旨のアマコスト駐日大使の発言からうかがい知ることが
(24) 
できる。彼が今回の日米構造協隈を演出した中心人物の 1人であるだけに，
彼の発言はなによりの証左といえよう。
とまれ，このようなねらいをもつ流通規制緩和を理論づける基礎的な考え
方や流通規制緩和論の主要な論点について，次に考察しよう。
(1)流通規制緩和論の基礎にある新自由主義思想
流通規制綬和論の今日的特徴は，アメリカ側から貿易彫擦とのからみで強
(22) 大型店の販売額シェアは， 1985年では27.9%であった（経済企画庁総合計画局
絹「規制綬和の経済理論」大蔵省印刷局， 1989年6月， 177ペー ジ）。
(23) すでに，大店法の廃止を含めた見直しをおこなわなければならないことが次の
ように述べられている。「中期的には出店を原則自由化する方向で大型店出店調
整制度自体について見直しを進める……。見直しに当たっては，広く中小小売業
全般を保護するという競争制限的な調整が，流通業を取り巻く燥境変化の中で，
その妥当性を失っているという点に留意する必要がある」（同上書， 185-186ペ
ジー）。
(24) 杉岡碩夫，前掲論文， 94ペー ジ。
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力に主張され，それに日本側も呼応して大合唱となっているという点にあ
る。アメリカ側からもちだされた主な論点については，後で立ち入って検討
をこころみるが，この流通規制綬和論のベースとなっている基本的な考え方
はなにかといえば，それは新自由主義思想である。この新自由主義思想は，
巨大企業と中小零細企業の経済力の差を無視し，両者を同一条件下で「自由」
に競争させようとする考え方であり，いわば弱肉強食の論理を経済の領域に
適応したものであるといってよいが，その競争の結末はいうまでもなく明ら
(25) 
かであり，巨大企業の支配力の格段の強大化をもたらすこととなろう。
既述の「90年代流通ビジョン」も，基本的にはこの新自由主義思想に立脚
して提示されたものであるが，そこではこの点について次のように記述され
ている。 「流通システムに要求される基本は，競争メカニズムが有効に機能
するシステムの構築である。もとより，その実現のためには，流通業が積極
的な企業家精神に基づいて自主的に活動することが与件となるが，流通政策
としても，競争促進的情報化，業際化の動きを支援するとともに，流通に係
る規制の見直しや商慣行等の是正等について吟味することにより，競争環境
(26) 
の整備に努めていくことが必要である」。このように基本的には競争メカニ
ズム，換言すれば「自由」競争が作動する流通機構を構築することが肝要で
あり，そのためには流通規制緩和をおこなわなければならないと述べた後
で，中小小売商の事業機会の確保への配慮の必要性についてもふれている
(27) 
が，しかしこの場合に配慮の対象とされる中小小売商は「意欲のある」者に
かぎられている。中小小売商のなかで企業家精神のある者には援助の手をさ
しのべるけれども，そうでない者は切り捨ててもよいとする選別淘汰の政策
が，ここにあからさまなかたちで表現されているのを読みとるのはたやすい
(25) 米田康彦「「規制緩和」の背景と狙い」「経済」 1989年11月号， 20-21ページ，
保田芳昭「大手小売業の国際化と流通規制緩和」「経済摩擦と構造変化」（研究双
書第69冊）閲西大学経済・政治研究所， 1989年3月， 192ペー ジ。
(26) 「90年代の流通ビジョン」 145-146ページ。なお，同趣旨のことが「規制緩和
の経済理論」 181-182ペー ジにも書かれている。
(27) 「90年代の流通ビジョン」 146ペー ジ。
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ことであろう。
(2)流通規制緩和論の主要な論点
(505)33 
さて，上でみたような新自由主義思想に基礎づけられて主張されている今
日の流通規制緩和論の主要な論点について検討することにしよう。前記のよ
うに，今日の流通規制緩和論は主としてアメリカ側から日米貿易摩擦との関
連において強力に主張され，ー大潮流をかたちづくっている点に特色がある
が，そこでもちだされている論点は 3つに大別することができよう。
第1は，中小小売店に比して輸入品取扱比率が高い大型小売店の出店を規
制している大店法を綬和ないし廃止しなければ，アメリカ製品の対日輸出の
増加は期待できないというような趣旨の主張である。しかしながら，大手小
売商17社の輸入シェアはいわれるほど大きくはないという推計がしめされて
(28) 
いるし，また中小小売商はトークルで大規模小売商の約2.6倍の輸入品販売
(29) 
実績をもっているともいわれている。したがって，大手小売商によって経営
されることの多い大型店のほうが輸入品取扱比率が高いという言い分はきわ
めて論拠薄弱であり，説得的ではないように思われる。もしかりに，このよ
うな言い分を隠めるとしても，大手小売商のなかで出店自由化をとりわけ求
めてきたスーパーの輸入品の大部分は NIES(新興工業経済群）からのもの
であるので，アメリカの対日貿易不均衡の是正にはほとんど貢献しないであ
(30) 
ろう。それだけではない。大店法下でも大型店の数は確実に増加し，大規模
小売商の売上高シェアも欧米諸国並になっていることは，広く知られている
事柄であろう。
このように，この種の主張はあまりにも説得力に欠けるものなので，流通
(28) 保田芳昭「大手小売業の国際化と流通規制緩和」 200ペー ジ。
(29) 福島久一「大店法廃止論の不当性」「経済」 1990年5月号,152ペー ジ。
(30) 樋口兼次「大型店問題は地域自治で解決を」「エコノミスト」 1990年6月26日
号， 47ページ。また，保田芳昭氏もこのことがアメリカの対日貿易のインバラン
ス解消に役立つかどうかはっきりしないと述ぺられている（「日米構造協議と揺
れる大店法問題」 25-26ペー ジ）。
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規制綬和を提唱している既述の「90年代流通ビジョン」においても，下記の
ように批判されている。「大型店は年々300店前後の出店がなされており，我
が国の小売総販売額に占める大型店シェアもすでに諸外国と遜色ない水準に
達していること，中小商店も積極的に輸入に取り組んでいることに鑑みれ
ば，出店調整制度自体が輸入抑制要因になっているとの指摘は当を得ていな
(31) 
いものと考えられる」。
ともあれ，アメリカの対日製品輸出がのびず，貿易のインバランスをきた
している根本的な理由は，各方面から指摘されているようにアメリカ製品の
質が良くないとかあるいはきめ細かな販売努力に欠ける等々といったよう
な，アメリカの産業の国際競争力が低下していることにあるということがで
(32) 
きる。だとすれば，この種の問題は基本的には，かつての日本がおこなった
ように赤字国アメリカ側の努力によって改善されなければならない性質のも
(33) 
のではなかろうか。
第2は，大店法によって大型店の出店が制限されているので， 日本の流通
経路は複雑なままであり，したがって流通経路の効率が悪く，消費者は相対
的に高いものを買わされているというふうな主張である。先進資本主義諸国
のなかで日本の流通経路が相対的に複雑であるのはたしかだが，このことか
ら短絡的に流通経路の効率の低さを説くことはできない。なぜならば，個々
の商業経営の販売努力によって，流通経路の複雑さから生じる効率の低さを
ある程度カバーすることができるからである。このような努力等により，今
日の日本の流通経路の効率は他の先進国と比べてあまり差はないといわれて
いる。また，流通経路が複雑に入り組んでいるからといっても，それがただ
ちに消費者に不利益をもたらすことになるとはかぎらない。日本の場合，商
業マージンが相対的に低くおさえられ，むしろ消費者に利益をもたらすもの
となっているのである。もっとも，これは中小零細店の利益を圧縮すること
(31) 「90年代の流通ビジョン」 64ペー ジ。
(32) 小林宣治「対米・市場開放の到達点」「経済」 1989年11月号， 25ペー ジ。
(33) 杉岡碩夫，前掲論文， 92-93ペー ジ。
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（出）
によって可能となっているわけだが，いずれにせよ， 日本の消費者価格が高
位に設定され維持されていることはまちがいない。この主たる要因が流通機
構の複雑性にではなく独占的メーカーの独占価格政策にあることは，すでに
(35) 
広く認められているところであろう。そして，これを補完している重要な要
因は大規模小売商の高価格支持政策である。大型店の出店がふえ，大規模小
売商の集中がすすんだ地域では，一般的に消費者価格が上昇傾向をしめすこ
(36) 
とが指摘されている。
第3は，アメリカでの日本の小売商の出店は比較的自由なのに，大店法は
アメリカの小売商の対日進出の大きな障壁になっており，不公平であるとい
う主張である。つまり，アメリカでの日本小売商の出店条件と同程度のもの
(37) 
を日本にも要求するというわけである。アメリカでの小売商の出店は相対的
に自由であるといっても，都市計画法にもとづくゾーニング規制がなされて
いるので， 日本の出店規制もせめてその程度のものにせよということなので
(34) 「90年代の流通ビジョン」 60ページ，樋口兼次，前掲論文， 47ペー ジ。
(35) たとえば，荒川祐吉「流通政策の視角」千倉書房， 1978年3月， 13-14ペー ジ
と101-105ペー ジをみよ。
(36) 糸園辰雄氏はこのことについて，下記のように的確に述べられている。「地域
の数店の大型店間に容易に協調が生まれ．同調的な価格の引き上げや，その他の
サービス等の切り捨てが起こることは，容易に想定できるところである」（糸園
辰雄編著「硯代資本主義と流通」ミネルヴァ書房 1989年4月， 225ページ）。な
ぉ，アメリカでの研究については， B.W.マリオン「80年代における海外の小売
業ーアメリカー」（糸園辰雄他絹，前掲書， 207-213ペー ジ）をみよ。 また，日
本については東京都の最近の調査（東京都生活文化局価格流通部「調査月報」）
を参照せよ。
ちなみに，大店法廃止論者の田村正紀氏はスーパーのほうが中小店に比べて値
段が安いとは一概にいえないことをいちおう認められながら，総じてスーパーの
方が安いといわれる（「「大店法」は即時廃止こそ国益に叶う」「プレジデント」
199岬 5月号， 234ペー ジ）。
(37) 本間重紀「国際化時代の流通規制」日本流通学会編，前掲誌， 88ページ。なお
アメリカ側の言い分とほぼ同じ内容のことが，日本の論者のなかからも主張され
ている。たとえば，田村正紀，同上論文， 235ペー ジをみよ。
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あろう。このように小売商の進出条件を相互に同一化せよといったような相
手国の経済主権をおかす要求も，両国の経済力が全体的にも個々的にも同程
度でかつ小売商の進出条件以外の競争条件がすべて同一化されているという
状況が前提されていれば，必ずしも不当なものとはいえないかも知れない。
だが，実際の日米間の関係はそうではなく，相互に経済力に差があり，競争
条件も相遣する。したがって，この小売流通規制にかんする部分のみをとり
だし，その同一化を求めることはバランスを欠くことになり，とうてい容認
することはできない。一般的には，各国の経済政策を策定するさいにも国際
的な諸関係を当然考慮にいれなければならないけれども，各国が特殊的な諸
条件下で経済的にいかなる政策を採用するか，あるいはどのような内容の経
済法を定めるかということは，基本的にはそれぞれの国の経済主権に属する
事柄なのである。にもかかわらず，アメリカ小売商の日本での出店条件に比
して，日本小売商のアメリカでの出店条件のほうがより自由で優遇されてい
るのはなんとしても承服しがたいというのであれば， 日本にたいしてアメリ
力並の規制を要求するのではなく，逆に自国の経済主権を発動し，日本の進
出小売商にたいして自国小売商の出店よりもきびしい条件をつけるなりし
て，特別に規制するのが筋であるように思われる。
いずれにせよ，現実においては日米構造協議と連動してアメリカの巨大玩
(38) 
具小売商のトイザラスが，上記のような主張の展開と密接に闘連して出店を
表明し，その手続きを開始しているし，さらにシアーズの自動車用品店も進
(39) 
出を予定していると報じられている。ただちにというわけではもちろんない
が，これらをテストケースとし，その成否を見極めたうえで，将来アメリカ
の大規模小売商の対日進出が積極化するかも知れない。
(38) 「同社の進出の動きは日米協議と密接不可分。逆に同社の計画こそが日米協議
の焦点に大店法を浮かび上がらせたとも思えるほどだ」（鈴木聖二「‘‘黒船”上陸
に挑戦むなし，新潟の小売業界」「エコノミスト」前掲号， 48ページ）。
(39) 佐々木憲昭「日米構造協議のねらいは何か」「赤旗評論特集版」 1990年3月19
日号， 4ペー ジ。
最近の流通規制緩和の展開（加藤） (509)37 
（付記J本研究ノートを含め，一連の研究ノートは昭和62年度の関西大学の
学部共同研究費による研究の成果である。
